
譲与税・交付金

県支出金

国庫支出金

市債

地方交付税

財産収入・寄付金

分担金・負担金

使用料・手数料

諸収入

その他

固定資産税

法人市民税

個人市民税

※ (　　)…対前年度比

平
成
22
年
度
当
初
予
算

暮
ら
し
と
地
域
を
支
え
、
人
を
大
切
に
し
ま
す

一般会計　
809億9600万円 （100.7％）

特別会計　
477億　107万円 （99.6％）

企業会計　
154億1185万円 （99.2％）

合　　計　
1441億　892万円 （100.2％）

一般会計

問
い
合
わ
せ
先
　

市
役
所
本
庁
舎
行
財
政
改
革
課

 
 

０
８
５
７-

20-

３
１
１
１

重点施策

※ (　　)…構成比

市税

自主
財源

固定資産税
118 億 7700 万円 (14.7%)合計

 809億
9600万円

個人市民税
79 億 4600 万円 (9.8%)

法人市民税
17 億 4300 万円 (2.1%)

その他
22 億 3400 万円 (2.8%)諸収入・基金繰入等

84 億 1807 万円
(10.4%)

使用料・手数料
15 億 435 万円 (1.9%)

分担金・負担金
14 億 6043 万円 (1.8%)

財産収入
8827 万円 (0.1%)

地方交付税
205 億 81 万円

(25.3%)

市債
78 億 8150 万円

(9.7%)

国庫支出金
93億9413万円(11.6%)

県支出金
49 億 5327 万円 (6.1%)

譲与税・交付金
29 億 9517 万円 (3.7%)

【歳入】

依存財源

予
算
編
成
の
基
本
的
な
考
え
方

平
成
22
年
度
当
初
予
算
が
２
月
市
議
会
定
例

会
で
可
決
さ
れ
ま
し
た
。
４
月
に
市
長
選
挙
を
控

え
て
い
た
た
め
、
経
常
経
費
を
中
心
と
し
た
骨
格

予
算
編
成
と
な
っ
て
い
ま
す
。
増
大
す
る
社
会
保

障
関
係
経
費
へ
の
対
応
、
公
共
事
業
の
一
定
量
の

確
保
な
ど
景
気
低
迷
に
伴
う
諸
課
題
に
財
源
を

配
分
し
、
暮
ら
し
と
地
域
を
支
え
、「
人
を
大
切

に
す
る
ま
ち
」を
推
進
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

な
お
、
政
策
的
判
断
の
必
要
な
事
業
に
つ
い
て

は
、
６
月
補
正
予
算
で
対
応
す
る
こ
と
と
し
て
お

り
、
と
っ
と
り
市
報
８
月
号
で
改
め
て
ご
紹
介
す

る
予
定
で
す
。

歳
入
・
歳
出
の
特
徴

景
気
の
悪
化
に
伴
う
個
人
所
得
や
企
業
収
益

の
減
少
、
そ
れ
に
伴
う
買
い
控
え
な
ど
か
ら
、
市

民
税
や
各
種
交
付
金
な
ど
は
大
幅
に
減
少
す
る

見
込
み
で
す
。
一
方
、
臨
時
財
政
対
策
債
を
含
む

地
方
交
付
税
総
額
は
、
国
の
特
別
な
財
政
支
援
も

あ
っ
て
増
加
す
る
見
込
み
で
す
。
そ
の
結
果
、
本

市
と
し
て
自
由
に
使
え
る
一
般
財
源
は
、
市
町
村

合
併
後
初
め
て
前
年
度
を
上
回
り
ま
し
た
。

歳
出
面
で
は
、
こ
の
一
般
財
源
を
活
用
し
て
、

国
民
健
康
保
険
費
特
別
会
計
に
お
け
る
被
保
険

者
の
負
担
軽
減
の
た
め
の
繰
り
出
し
を
初
め
て
一

般
会
計
か
ら
行
う
な
ど
、
景
気
の
低
迷
に
と
も
な

う
市
民
生
活
へ
の
影
響
を
や
わ
ら
げ
る
新
た
な
取

り
組
み
を
盛
り
込
ん
で
い
ま
す
。

当初予算総括

　景気の低迷が続く中、所得の確保、雇用の安定
と創出を図る施策を重点施策に位置づけています。
●切れ目なく一定の公共事業量を確保
　雇用の安定と地域経済の活性化を重視し、前倒
し執行分、6月肉付け予定分と合わせて前年度を
上回る額の公共事業量を確保します。

平成 21年度　　　平成 22年度
　77億円　　→　　80 億円強

（6月補正予定分を含む）
●職員採用抑制を緩和
　地域の厳しい雇用情勢を踏まえ、新規採用者の
抑制を緩和し、基準より 10 人多い職員を採用し
ました。
　 採用可能上限数　　平成 22年度採用者数

21 人　　 → 　　31 人

●緊急雇用創出事業などの積極的な活用
　平成 22 年度まで活用できる県の基金を積極的
に活用し、雇用（委託に係るものを含む）を創出
しました。

平成 21年度　　　平成 22年度
延べ 306人　　→　　延べ 371人
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予備費

議会費・災害復旧費

消防費

農林水産業費

総務費

衛生費

商工費

教育費

土木費

公債費

民生費

出資・貸付・積立金

繰出金

補助費等

維持・物件費

投資的経費

人件費

公債費

扶助費

一 般 会 計　通常の行政運営を行うための会計です。
特 別 会 計　下水道や国民健康保険など特定の事業を行う

ための会計です。
企 業 会 計　地方公営企業法の適用のある企業の予算で、

独立採算が原則です（水道局、市立病院など）。
地方交付税　国が国税の一部を税収入額の少ない地方自治

体に交付するものです。
市 債　道路、公園など毎日の生活に欠かせない施設の

整備や市民のみなさんに利用していただく公共
施設の建設などの借入金です。

補 助 費 等　主に補助金、負担金です。
投資的経費　各種施設や道路、公園などの建設事業費と災

害復旧事業費です。
基金繰入金　基金（家庭で言えば預貯金）を取り崩した資金

を一般会計に繰り入れたものです。
繰 出 金　一般会計と特別会計の間で建設費や事務費な

どを補助するために支出する経費です。
出 資 金　法人の設立に際しての出資と財政的な援助や

有利で確実な事業に投資する場合の経費です。
積 立 金　財政運営を計画的に推進するため、福祉設備、

公共施設建設など特定の目的のために設けた
基金などに積み立てる経費です。

公 債 費　主に市債の返済金です。
扶 助 費　生活困窮者の最低限の生活維持を図る目的な

どで支出する経費です。
維持・物件費　施設の維持費と物品購入などの経費です。
※平成 22 年度当初予算の詳しい内容は、鳥取市ホーム
ページに掲載しています。

会 計 区 分 予 算 額

土 地 区 画 整 理 費 4 億 3918 万円
下 水 道 事 業 費 94 億 7151 万円
簡 易 水 道 事 業 費 6 億 1255 万円
公設地方卸売市場事業費 4528 万円
駐 車 場 事 業 費 3317 万円
国 民 健 康 保 険 費 177 億　273 万円
老 人 保 健 費 851 万円
高齢者・障害者住宅整備資金貸付事業費 1303 万円
住宅新築資金等貸付事業費 8657 万円
土 地 取 得 費 1075 万円
墓 苑 事 業 費 2427 万円
集 落 排 水 事 業 費 28 億 2758 万円
介 護 保 険 費 143 億 9712 万円
財 産 区 管 理 事 業 費 1309 万円
温 泉 事 業 費 7456 万円
観 光 施 設 運 営 事 業 費 6928 万円
介護老人保健施設事業費 8181 万円
後 期 高 齢 者 医 療 費 17億 9008万円

計 477億　107万円

会 計 区 分 予 算 額

水 道 事 業 64 億 9365 万円
工 業 用 水 道 事 業 2921 万円
病 院 事 業 88 億 8899 万円

計 154億 1185 万円

特別会計

企業会計

　市債の厳選（公債費対前年▲ 13.3 億円）、職員数の
適正化（人件費対前年▲ 3.6 億円）、行政評価に基づく
事務事業の見直しなどの継続的実施により、公債費・
人件費など固定的経費が着実に減少し、財政健全化が
進んでいます。
1　基金繰入の抑制
　市町村合併以降毎年計上していた、一般財源の不足
を補うための基金繰入を行わず、基金繰入は原則運用
益のみとすることができました。

指標 平成22年度 前年度との比較
基金からの繰入額 1億7808万円 ▲4億　472万円

年度当初の基金残高 73億7870万円 6億1505万円

2　市債発行の抑制
　人件費の削減効果が現れたため、平成 18 年度の制
度改正後毎年計上していた退職手当債を、今年度は計
上せずに予算編成することができました。

指標 平成22年度 前年度との比較

市債計上額（臨財債、
借換債などを除く） 31億7950万円 ▲21億5250万円

年度末地方債残高
見込み 1086億5696万円 ▲39億9147万円

行財政改革の成果用語解説

義務的経費

消
費的経費

人件費
118 億 2501 万円
(14.6%)

投資的経費

扶助費 
137 億 6781 万円
(17.0%)

公債費
121 億 4325 万円
(15.0%)

投資的経費
51 億 3555 万円
(6.3%)

維持・物件費
105 億 5268 万円

(13.0%)

補助費等
87 億 1813 万円

(10.8%)

繰出金
116 億 2862 万円

(14.4%)

出資・貸付・積立金
72 億 2495 万円 (8.9%)

そ
の
他

の
経費

土木費
78 億 1323 万円
(9.6%)

合計
 809億

9600万円

民生費 
　260 億 6138 万円
　　(32.2%)

公債費
121 億 4350 万円 (15.0%)

教育費
72 億 9414 万円

(9.0%)

商工費
72 億 1339 万円 (8.9%)

衛生費　
71 億 80 万円 (8.8%)

総務費
70億 4306万円 (8.7%)

農林水産業費
34億3410万円(4.2%)

議会費
4億 6682 万円 (0.6%)

消防費
24億2358万円(3.0%)

【歳出】
（費目別内訳）

【歳出】
（性質別内訳）

合計
 809億

9600万円

予備費
200万円(0.0%)

■ 平成 22年度当初予算　暮らしと地域を支え、人を大切にします
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